
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
（単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末
残高 摘 要

当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 27¶585¶953 1¶741¶011 322¶612 29¶004¶351 6¶639¶881 1¶280¶372 ` ` ` 22¶364¶470

構 築 物 1¶831¶964 111¶509 4¶838 1¶938¶635 748¶404 126¶957 1¶370 ` 1¶370 1¶188¶860

（重要な債務負担行為）

件 名 契 約 金 額 当期末債務負担残額

(千円) (千円)

長崎大学（坂本２）病院本館改修工事 2¶704¶170 1¶721¶000

長崎大学（坂本２）病院本館改修電気設備工事 1¶051¶260 477¶540

長崎大学（坂本２）病院本館改修機械設備工事 3¶094¶035 1¶776¶180

長崎大学（坂本２）病院本館改修エレベーター設備
工事

260¶400 225¶435

長崎大学（坂本１）バイオメディカル・リサーチセ
ンター増築・改修工事

551¶250 330¶750

長崎大学（坂本１）バイオメディカル・リサーチセ
ンター増築・改修機械設備工事

561¶750 338¶688

長崎大学（坂本１）バイオメディカル・リサーチセ
ンター増築・改修その他工事

300¶930 180¶558

金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\投資有価証券及び有価証券

満期保有目的の債券 99¶951 100¶080 �128

]現金及び預金 14¶821¶139 14¶821¶139 `

^未収附属病院収入 4¶142¶532

徴収不能引当金（＊２） �119¶862
EEEEEEEE

4¶022¶669 4¶022¶669 `

_国立大学財務・経営センター債務
負担金（＊３）

(5¶184¶915) (5¶947¶062) (�762¶146)

`長期借入金（＊４） (23¶206¶102) (24¶059¶519) (�853¶417)

a未払金（＊５） (12¶293¶248) (12¶460¶974) (�167¶725)
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（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２）未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。
（＊３）国立大学財務・経営センター債務負担金には、一年以内返済予定国立大学財務・経営

センター債務負担金を含んでおります。
（＊４）長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。
（＊５）未払金には、長期未払金を含んでおります。
~金融商品の時価の算定方法
\投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

]現金及び預金、及び^未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額
等により、時価を算定しております。
_国立大学財務・経営センター債務負担金、及び`長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法により算定しております。
a未払金
短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。前記以外のものについては、支払期間及び信用リスクを加味した利率
で割り引いて算定する方法により算定しております。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）及び「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年３月10日）を適用して
おります。
（賃貸等不動産に関する事項）
当法人は、長崎市西町地区において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に
重要性が乏しいため、注記を省略しております。
（追加情報）
当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
23号平成20年11月28日）を適用しております。

（金融商品に関する事項）
金融商品の状況に関する事項
当法人は資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債に限定し、資金調達につい
ては、国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては、国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規程に
基づき、公債のみを保有しており株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、債
権管理規程に沿ってリスク管理を行っております。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、
文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

˜
š
Ÿ
�


		2010-09-06T15:52:21+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




